
「人身取引対策に関する取組について」（年次報告）の概要

○ 平成16年４月、内閣に人身取引対策
関係省庁連絡会議を設置。同年12月、
「人身取引対策行動計画」を策定

○ 平成21年12月、上記連絡会議を犯罪
対策閣僚会議の下に位置付けるととも
に、「人身取引対策行動計画2009」を
策定

○ 平成26年12月、「人身取引対策行動
計画2014」を策定するとともに、犯罪
対策閣僚会議の下に、関係閣僚から成
る「人身取引対策推進会議」の開催を
決定

○ 平成26年中、25人の被害者
を保護（前年比＋８人）。う
ち18歳未満の児童は７人
国籍別では、日本人が12人

で最多。次いで、フィリピン
人が10人、タイ人１人、中国
人１人、ルワンダ人１人
同年中の、婦人相談所にお

ける一時保護人数は12人

○ 平成26年中に検挙した人身
取引事犯は32件（前年比＋７
件）、検挙人員は33人（前年
比－４人）。国籍別では、日
本人が30人、タイ人２人、フ
ィリピン人１人

日本における人身取引対策の枠組み

人身取引被害の状況等



○ 人身取引の防止

・ 平成26年中、入国管理局では、関係
機関と連携し、不法就労が見込まれる
稼働先731か所を摘発

・ 「日本再興戦略改訂2014」（平成26
年６月24日閣議決定）を踏まえ、外国
人の技能実習における技能等の適正な
修得等の確保及び技能実習生の保護を
図るため、「外国人の技能実習の適正
な実施及び技能実習生の保護に関する
法律案」を第189回国会に提出

・ 平成26年10月より、日本の労働関係
法令や各種相談窓口等の情報を技能実
習生の母国語で記載した「技能実習生
手帳」について、入国時に入国審査官
からの手交を開始

○ 人身取引の撲滅

・ 平成26年、警察庁、法務省、最高検
察庁、厚生労働省及び海上保安庁から
なる「人身取引対策関連法令執行タス
クフォース」を設置。
同年９月、同タスクフォースにおい

て、人身取引事犯への適用法令、具体
的適用例等をまとめた「人身取引取締
りマニュアル」を作成し、警察、入国
管理局、検察、労働基準監督署及び海
上保安庁で捜査等に活用

・ 人身取引関連事犯の捜査を徹底し、
平成26年中、警察では、売春防止法違
反で817件、535人、児童買春事犯で、
661件、587人、児童ポルノ事犯で、
1,828件、1,380人をそれぞれ検挙

・ 外国人労働者に係る雇用関係事犯に
おいて、平成26年中、雇用主・ブロー
カー等を393件、415人検挙

○ 人身取引被害者の認知の推進
・保護・支援

・ 在外公館において人身取引被害者に関
する情報に接した場合には、外務本省を
通じて速やかに関係省庁に情報提供

・ 法務省の人権擁護機関が実施する調査
救済手続において、緊急避難措置として
男性を含めた人身取引被害者に対し、宿
泊施設を提供できるよう検討

・ 平成26年中、13人の外国人被害者を保
護し、不法在留等の入管法違反状態にあ
った４人について、入国管理局において
在留特別許可

○ 人身取引対策推進のための基
盤整備

・ 「女性に対する暴力をなくす運動」や
「不法就労外国人対策キャンペーン月間
」等の機会を捉え、政府広報等の各種広
報を実施

・ 関係行政機関の連携強化・情報交換の
推進

人身取引の防止、撲滅及び被害者の保護等に向けた取組
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